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はじめに
　現代のフランスがコーポラティズム型の福祉国家であることは、デンマーク
の社会学者、エスピン－アンデルセンの福祉国家レジームの比較によって示さ
れている１。彼によれば、フランスはドイツなどと同様に、コーポラティズム
をイデオロギーに掲げる大陸ヨーロッパ型の保守主義的福祉国家に分類される。
また、フランスにおける福祉国家形成の歴史的過程を論じた研究も、近年多く
著されるようになっている２。これらの研究によって、19世紀以降のフランス
において、職業別・地位別に社会保障制度が確立する過程や、1967年から 68
年に福祉国家体制が変容していく様子などが論じられ、フランス型福祉国家の
実態が明らかになってきた。
　このような福祉国家体制を分析する研究には、新自由主義による福祉国家批
判や新しい福祉社会実現に向けた取り組みという現在進行している事態に対す
る問題関心が反映されている。一方で自らの研究を省みれば、筆者は 18世紀
フランスのギルド研究を専門としており、現在的な問題関心を研究に反映させ
るためには、より長期的な視野を持たなければならない。そのためのひとつの
１ G. エスピン－アンデルセン、岡沢憲芙・宮本太郎監訳『福祉資本主義の三つの世界：
比較福祉国家の理論と動態』ミネルヴァ書房、2001年。
２ 例えば、田中拓道『貧困と共和国：社会的連帯の誕生』人文書院、2006年や、廣
澤孝之『フランス「福祉国家」体制の形成』法律文化社、2005年、などを参照。
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方法として、現代フランスの福祉国家をイデオロギー的に支えるコーポラティ
ズムについて歴史分析することに意義があると考える。
　現代のコーポラティズムの分析は、「労働」や「資本」の利害集団の代表制
や政策決定への関与のあり方という観点からなされる。しかし、より抽象化し
て言い換えれば、コーポラティズムとは個人と国家の間に存在する様々な集団
が個人を組織化し、その利害を全体的な意志決定に反映させるプロセスであり、
また国家が集団的な利害を調整しながら統治を行う体系であると言えよう。つ
まり、個人－集団－国家の関係性という観点からコーポラティズムを分析する
ことが可能であると考える。さらに、福祉国家やコーポラティズムの現在を理
解するためには、この関係性の変化を歴史的に把握する必要がある。
　筆者が専門とする 18世紀フランスの国家については、諸個人が集合した団
体に王権が特権（法人格）を与えてその法的地位を保証する「社団」からな
る社団国家体制をとっていたことが共通理解となっている３。これをふまえて、
コーポラティズムの歴史を描くことで、諸中間団体に基盤を置くアンシャン・
レジーム国家が、どのような過程を経て 19世紀の国民国家形成および 20世紀
以降の福祉国家体制構築に向かったのかを長期的に把握することが可能になる
と考える。また、その過程に潜む近代フランスのイデオロギーと特有の歴史を
明らかにすることで、フランスが実際にコーポラティズム型の福祉国家である
のかどうか、アンデルセンの類型を批判的に検証するという意義もある。そこで、
本論では、近代以降のフランスにおけるコーポラティズムを論じたLa France, 
malade du corporatisme?を取り上げ、その議論の射程を検討してみたい。
　本書は 18世紀フランス社会史、とりわけ手工業者の歴史に関する研究を多
数発表してきたスティーヴン・Ｌ・カプラン（コーネル大学教授）と、18・
19世紀フランスの社会・経済史を専門とするフィリップ・ミナール（現パリ
３ 「社団」や社団国家体制については、二宮宏之「フランス絶対王政の統治構造」吉
岡昭彦、成瀬治編『近代国家形成の諸問題』木鐸社、1979年や柴田三千雄『近代世
界と民衆運動』岩波書店、1983年、などを参照。
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第 8大学教授、本書出版時はリール第 3大学）が編集した論文集である。本
書には 17編の論文が収められ、18世紀から 20世紀までのフランスにおける
コルポラシオン、コルポラティスム４の歴史を論じている。本論ではここに収
められた論文全てを詳細に紹介することはできないが、フランスにおいてなぜ
コルポラシオンやコルポラティスムが問題となるのか、そして歴史学はそれを
どのような視点から分析することができるのかを考えるために、特に本書の序
章について検討していく５。
１．問題関心と観点――「序章」を中心に――
　本書タイトルを直訳すれば「フランス、コルポラティスムの病人？」となるが、
このタイトルには近年のコルポラティスムをめぐる論調に対する疑問と、コ
ルポラシオン・コルポラティスムの実態と言説の展開を問う姿勢が込められて
いる。1982年、ジャーナリストのフランソワ・ド・クロゼが著した Toujours 
Plus!は、フランス社会を蝕むネオ・コルポラティスムを問題にし、社会の閉
鎖的性格を示すことで多くの読者を獲得した。また、1990年代に頻発した公
共部門のストライキについて、諸メディアはこれを特定集団の利益を擁護しよ
うとする偏狭な精神による行動とみなして、「コルポラティスム」的運動を批
判した。現在のフランスにおいて、「コルポラティスム」は「利己主義」と同
義であり、「一般の利益を軽視する集団」を想起させる単語なのである。本書
タイトルに付された疑問符は、現在のフランスを「コルポラティスムの病人」
として表象する言説に対する歴史家の当惑と懐疑を示している６。
４ 日本では「コーポラティズム」と英語の発音に従って表記されることが一般的であ
るが、本書はフランスにおけるその独自な展開を論じたものであり、以下では「コ
ルポラティスム」とフランス語の発音に従って表記する。
５ 編者の一人であるカプランは、18世紀フランスにおけるコルポラシオンの解体過
程を描いた La ﬁn des corporationsを著しており、対象とする時代は 19世紀以前の
みであるが、本書の問題関心と共通する点が多く、本論執筆にあたってはこれも参
照した。Steven L. Kaplan, La ﬁn des corporations, Fayard, 2001.
６ Steven L. Kaplan, Philippe Minard éd., La France, malade du corporatisme? 
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　序章ではまず、コルポラティスム概念の曖昧さが指摘される。コルポラティ
スムは、ある集団が自己のアイデンティティや利益を追求する方法を示す言葉
であり、一般的にはその集団とは職業別に結成された団体、つまりコルポラシ
オンを指す。ここからフランスにおけるコルポラティスム批判は、特殊な職業
関係に基づくコルポラシオンの閉鎖性に向けられる。同時にこれらの代表組織
による交渉を国家が監督するような制度化された社会的協調モデルに潜む「圧
力団体の影響力」「特殊利益の擁護」「アンシャン・レジーム的特権への退行」
を告発するのである７。つまり、コルポラティスムには「普遍」に対する「特殊」
の意味が込められ、それはフランスの「普遍主義」に反するイデオロギーであ
るととらえられるのである。
　一方、コルポラティスムには自由主義と社会主義の間の「第三の道」という
イデオロギーも含まれている。フランスでのその試みは、19世紀末の「社会
的カトリシズム」や第二次大戦中のヴィシー政府による国家社会主義を想起さ
せるが、第三共和政期の国家改革をめぐる議論においても存在した。コルポラ
ティスムは個人主義と集団主義という二つの道を拒絶しながら、資本主義に
よって生み出された階級対立を解消する唯一の道として、過去のフランスで強
調されてきたのである８。
　このように、国家や社会の理念型と現実をめぐって、コルポラティスムはフ
ランスにおいて常に議論の対象であったと同時に、その概念をめぐる曖昧さが
醸成されてきた。本書では、この曖昧さの背景にフランス特有の共和主義の政
治文化があり、その歴史を検証しなければならないことが主張される９。1789
年以降のフランスにおける共和主義の政治思想は、一般利益の普遍主義的概念
に立脚していた。1791年にアンシャン・レジーム下のコルポラシオンを廃止
したル・シャプリエ法制定時の演説では「もはや国家の中に諸コルポラシオン
XVIIIe-XXe siècles, Belin, 2004, p. 5.
７ Ibid., pp. 5-6.
８ Ibid., p. 6.
９ Ibid., p. 7.
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は存在しない。もはや各人の個人的利益と一般的利益の外には何も存在しない。
市民に対して中間的利益を吹き込み、コルポラシオンの利益によって市民を公
共の事柄から分離することは誰にも許されない」と宣言された。諸個人は個々
の利益を追求することで国家全体の一般利益に連なる存在であり、個人と国家
との中間で集団的利益を追求することは、個人および国民の一体性にとっての
脅威とみなされたのである 10。つまり、この演説では、職業や身分に基づく様々
なコルポラシオンが国家や社会の秩序を構成するような旧体制との断絶が宣言
されるのである。さらに、個人と国家からなる二元的秩序構造が提示され、そ
れが近代フランス共和主義の政治文化の基盤とされたのである。
　20世紀前半には、世界恐慌によって既存の自由主義経済システムが疑問視
され、コルポラティスムが脚光を浴びた。しかし、第二次大戦中のヴィシー政
府がコルポラティスムを政治秩序として採用したことにより、以後はタブーと
なる 11。現代のフランスにおけるコルポラティスムへの不信と拒否は、18世
紀末の革命によって生み出された政治文化に由来し、20世紀前半の経験に対
する国民の記憶によって強化されたのである。
　しかしながら、その 2世紀の間に起こったのは、フランス革命によって構
想された個人と国家の二元的秩序からなる政治システムの中に、集団や結社を
どのように組み込んでいくかという試みであり、またそれを目指す諸集団によ
る要求であった。19世紀に労働運動の全国的拡大と相俟って多数結成された
相互扶助組合やその後の労働組合の結成、思想潮流としての初期社会主義、ア
ソシアシオニスム、サンディカリスムなど、個人と国家との間には常に様々な
集団が想定され、また実際に存在しており、それらが国家による承認を要求し
てきた。これに対して、共和主義の政治文化は現実の社会に存在する諸集団を
覆い隠しながら、個人と国家の直接的関係を理念としてきた。コルポラティス
ムの問題は、単にアンシャン・レジームの秩序原理への郷愁として批判される
10 Ibid., p. 7.
11 Ibid., p. 8.
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べき対象ではなく、現在までなぜそれがフランスにつきまとっているのかを明
らかにしなければならない対象なのである 12。
　本書がフランスに特有のコルポラティスムを検証するために採用する観点
や手法は下記の三つである。第一に「長期的持続（la longue durée）」であ
る。フランス革命以降も同業組合的な（corporative）伝統が強く残った一方
で、その概念は各時代に応じて多様で複雑なものであった。しかし、全く異な
る事態に対して同一の単語をあてはめようとする行為は不適切であり、また政
治的な意味を持たざるを得ない。本書では、現代の歴史家の観点を各時代の歴
史家のそれと対比させ、つながりや緊張、断絶、分岐を再構成する。そのため
に、18世紀から 20世紀までという長期にわたる時間軸、様々な論点を設定し
ているのである。
　第二に、フランスとアメリカの研究者による対話という形式である。本書の編
者であるカプランはアメリカの大学に在籍しながらフランス史研究を行って
きた一人であるが、とりわけアンシャン・レジーム期のコルポラシオン研究に
とって、カプランをはじめアメリカのフランス史研究者による貢献は大きい。一
方、フランスでは政治思想史家のピエール・ロザンヴァロンによって代表制や
中間団体の議論が喚起され、19・20世紀の研究が進められてきた13。本書はアメ
リカとフランスの研究を接続すると同時に、双方の集団的アイデンティティや
コミュニティ文化に対する認識を相対化させ、浮き彫りにしようと試みる。
　第三に、社会史研究の手法を用いてコルポラティスムという政治上の概念が
表象するものと、社会的な実践とがどのように結びつき、相互に促進されてき
たのかを明らかにする。本書では社会に存在する主体が諸制度を創り出すと同
時に、諸制度が主体を創り出す場合もあるといった両者の複雑な関係を検証し
12  Ibid., p. 8.
13 ロザンヴァロンの主張については以下の文献を参照。Pierre Rosanvallon, 
Le peuple introuvable: Histoire de la représentation démocratique en France, 
Gallimard, 1998, および、Le modèle politique français: La société civile contre le 
jacobinisme de 1789 à nos jours, Seuil, 2004.
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ようとする。
　このように本書は、コルポラティスムが政治的代表制の形式の問題であると
同時に、フランスにおける社会的結合の様式の問題でもあるという観点に立つ。
つまり、コルポラティスムの歴史はフランス社会全体の長期的な歴史と混じり
合うのである 14。
２．構成と議論の展開
　上述のような観点と手法が反映されて本書は構成されている。筆者の専門的
知識や見地が限定されているため、本書に収録された論文全てを取り上げて検
討を加えることはできないが、以下にその構成を簡単に紹介する。
　本書は三部構成からなり、各部のテーマに応じた論文が計 17編収められる。
第一部は「社会的なるものの土台、あるいは自由主義の挑戦（18世紀から 19
世紀）」と題され、18世紀フランスの都市手工業者が結成したコルポラシオン
に関する概説と、18世紀後半以降の自由主義の台頭を受けて、コルポラシオ
ンを社会の基盤としてきたフランスがどのような変化を遂げていったのかが示
される。第一部は以下の章から構成される。
　第一章「18世紀フランスのコルポラシオン：メチエ（métier）と諸制度」
　第二章「1776年と新たなコルポラティスムの誕生」
　第三章「制度なきメチエ：1791年のダラルド－ル・シャプリエ法とその 19
世紀初頭への影響」
　第四章「メチエの解体とその『中間的公共』への変化：リヨンとエルブフ、
1790年から 1815年」
　第五章「19世紀前半における捉え難いコルポラシオン：ある単語の使用法
に関する調査」
　第六章「不可能な集団的所有」
14 Kaplan, Minard éd., op. cit., pp. 9-10.
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　第二部「職業的アイデンティティと連帯」は、19世紀半ばから 20世紀半ば
までを対象とし、コルポラティスムと個人主義との狭間で様々な職業団体が形
成されていく過程や、20世紀前半の諸労働組合に見出せるコルポラティスム
が検証される。第二部では、女性仕立工や港湾人足、文筆家といった職業ごと
の結社を論じた第七・第九・第十章、19世紀半ばのルーアンの労働者に注目
した第八章など、具体的な職業や地域で形成される集団に目が向けられており、
コルポラティスムをめぐるイデオロギーと社会の実態との接点や乖離が分析さ
れる。第二部には第七章から第十二章まで、6編の論文が収められる。
　第七章「女性仕立工団体から針仕事業連合（l’Union de l’Aiguille）へ：女
性にとってのコルポラティスムの想像上の連続性」
　第八章「コルポラティスムと連帯：19世紀半ばから第一次世界大戦におけ
るルーアンの被雇用者」
　第九章「港湾荷役労働者と同業組合モデルの変容」
　第十章「個人主義とコルポラティスムの間：20世紀前半における文筆家たち」
　第十一章「主義なきコルポラティスム？ 20世紀前半における商人、コルポ
ラティスム、中間層の防衛」
　第十二章「職人とコルポラティスムの幻想、1919年から 1945年」
　第三部「あいまいな労使組織」では、20世紀前半の経済・政治的危機の時
期におけるコルポラティスムの復活や、労働組合や雇用者団体の位置づけ、ヴィ
シー政府期の社会政策が論じられて、本書がコルポラティスムの歴史を描こう
とするきっかけとなった現代フランスの問題へと立ち戻ってくる。第三部は下
記の 5章によって構成される。
　第十三章「共和主義の『コルポラティスム』に向かって？労働局の改革者たち」
　第十四章「両大戦間期：前－コルポラティスム？」
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　第十五章「イアサント・ドゥブルイユ（1883-1971）の『産業共和国（La 
république industrielle）』とコルポラティストの漂流」
　第十六章「ヴィシー政府の社会政策：コルポラティスムか、あるいはディリ
ジスムか？」
　第十七章「ヴィシー政権下におけるコルポラティスト経験のるつぼ：M・ブー
ヴィエ＝アジャンのコルポラティスム・社会研究所」
　以上の構成からも明らかなように、本書は長期にわたるフランスのコルポラ
ティスムの歴史を描こうと試みる。以下では、編者であるカプランとミナールの
議論の展開を、個人－集団－国家の関係性という筆者の関心から読み解きたい。
　20世紀は、議会制度だけでは社会の政治的調整を図ることが困難になり、
諸利害集団を制度化し、代表権を承認して交渉させることで、利害を調整する
「コルポラティスムの世紀」であったとされる 15。圧力団体による政策決定へ
の働きかけとは異なり、北欧諸国のように使用者・労働者・消費者などの利害
集団が代表を出して委員会を形成し、政策決定に直接関与するのが現代のコル
ポラティスムである。つまり、個人の利害は彼らが属する各種団体の代表を通
じて政策決定のための交渉の場へと持ち込まれ、国家がその交渉を制度的に保
証するのである。
　しかし、本書では現代フランスのコルポラティスムは異質な事例であること
が指摘される。カプランとミナールは、現代フランス社会の特徴を以下の点に
まとめる。第一に、フランスでは国民的規模での職業別組織が弱体であり、社
会全体の利害調整をそれらが代表して行うような制度化が不可能である。第
二に、それにもかかわらず、農業経営者団体全国連合（Fédération nationale 
des syndicats d’exploitants agricoles）のように、特定産業においては、その
代表として政策決定に影響力を及ぼすことができる組織が存在する。第三に、
15 Ibid., p. 10, および、Philippe C. Schmitter, “Still the century of corporatism?”, 
Review of Politics, vol. 36, no. 1, 1974, pp. 85-131.
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結局のところフランスでは、産業別・職業別の「小さなコルポラティスム協定」
がなされるのみであり、社会全体の利害調整や妥協をみることはできない。さ
らには、こうした断片的なコルポラティスムの実践さえも否定されるべき事態
として認識されるのであり、「例外」「仮の」という隠れ蓑をかぶって調整がな
されるのである。フランスの「病」とは、コルポラティスムの実践にあるので
はなく、その否定にあることが指摘される 16。言い換えれば、現代のフランス
においては、労働組合が産業別・職業別に雇用主と団体交渉にあたることはあっ
ても、各種利害集団の代表を通じて個人の利害が国家の政策に反映されるよう
な、政策決定のための諸団体間交渉の場が存在しないということになろう。「コ
ルポラティスムの世紀」にあっても、フランスには議会制度を通じた利害調整
以外に道がないのである。さらには、労組などによる個別の団体交渉でさえも
許容し難い事態と認識される。個人は職業別の集団を形成し、それに属するこ
とはできるが、その集団が個人の利益を代弁することは困難なのである。
　このフランスに典型とされる「病」を説明するために、18世紀末に禁止さ
れることになったコルポラシオンに遡って論じる必要が生じる。アンシャン・
レジーム期のコルポラシオンは、王権による承認を受けて同業者内部の経済規
制を行い、商業的独占を維持する職業団体であった。同時に、親方の後継者と
なる徒弟や職人を保護しながら「技術（art）」の質を維持したり、守護聖人を
祀って慈善を施すなど構成員相互の精神的な一体性に根ざし、それを強制する
団体でもあった。特権と強制、保護と義務というコルポラティスムのイメージ
はここから派生している 17。王権は、これらのコルポラシオンに商業や公共の
秩序維持に関する特権を付与して同業者内部の統制を行わせ、さらに各種団体
を階層化することで、全体の統治を図った。人々が職業別に集合して形成した
集団は王権による国家統治の貫徹のために公認されたのである。一方で、公認
された職業集団は商業的独占の特権を得て、内部の規律を維持し、共同体を存
16 Kaplan, Minard éd., op. cit., p. 12.
17 Ibid., pp. 12-15.
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続させることができた。人々はこの共同体に属することで王国内での諸権利を
得たのであり、彼らが形成する集団を通じて国家と結びつくことになった。
　コルポラティスムの歴史にとって 18世紀末はひとつの画期となる。フラン
ス革命期、1791年のダラルド法とル・シャプリエ法は、コルポラシオンを廃
止して労働の自由を宣言し、あらゆる結社と集団的要求を禁止した。先述のよ
うに、個人は自らの利益を追求したり、合法的要求を行うことはできるが、集
団を形成することはできなくなった。憲法制定議会は、政治主体を国民的一体
性をもった個人という抽象概念で示すと同時に、諸個人の社会的アイデンティ
ティを剥奪し、社会を覆い隠したのである 18。つまり、フランス革命は、均質
な市民による国民国家の創出という目的のために、人々が社会における自らの
位置を確認し、職能などの利害にもとづく集団を形成することを阻んだことに
なる。その際、否定すべき旧体制の象徴として、革命以前の集団と国家の関係
性がとりあげられたのである。
　この中間団体の禁止と抽象化された市民概念は、以降のフランスの社会的・
政治的秩序の特徴となった。しかし、現実には 19世紀を通じて様々な社会問
題が出現し、コルポラティスムと共鳴しあうような、自由主義へのオルタナティ
ヴを追求する思想が絶えず現れたのである。1830年代から 40年代には、労
働者の貧困・資本主義の残酷さといった主題がとりあげられ、エリートたちを
キリスト教的慈善活動に関与させた。さらに 19世紀後半の「社会的カトリシ
ズム」は、社会の秩序再建のためにキリスト教的秩序への回帰を称揚した。「社
会的カトリシズム」の論者たちは、職業の価値規範や労働者のモラル維持、労
働と資本の融和、相互扶助の保証のために、諸中間団体の代表による政治を求
めていく 19。これらの思想においては、革命期に新しい秩序にとって不要とさ
れた中間団体の役割が、19世紀の時代状況の中で再定義されたのである。
　19世紀はまた、様々な職業別の集団が運動を繰り返し、社会的アイデンティ
18 Ibid., pp. 15-17.
19 Ibid., pp. 17-19.
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ティを形成していく時代でもある。フランス革命は、それ以前から存在する職
業別集団への帰属意識という文化を消し去ることはできなかった。19世紀前
半の労働争議の中心であった、コンパニョナージュ（職人組合）は、フランス
の各都市を巡りながら仕事を行う「フランス巡歴」慣行に則った手工業職人た
ちが結成した組織であり、革命前から続く職業別集団と 19世紀の労働者団体
とを職業的アイデンティティの文化でつなぐ存在であった。また 1823年には
パリに 160の相互扶助組合が存在したが、そのうちの 132は職業別に構成さ
れていた。さらに、後の労働組合運動においても、実際に連帯性をもった職業
団体が中心となった運動が称揚され、それが労働者階級意識形成の基盤となっ
たように、近代の「階級」は「職業別」の文化と関連していた。労働者階級全
体の組織であり、当時から急進的サンディカリスムを主張していた CGT（労
働総同盟、Confédération générale du travail）においても、職業別に構成さ
れた労働組合が基盤となり、会議においては構成員が何名であろうとも各労働
組合につき 1票の原則が貫かれた 20。19世紀には、職業別の帰属意識を媒介に、
個人は再び集団を形成していったのである。
　このようにしてみれば、革命期のル・シャプリエ法で宣言されたような共
和主義の政治文化をもつフランスにおいても、国家の中に社会的アイデンティ
ティに基づく組織をどのように承認し、位置づけていくのかが問題とならざ
るを得ない。しかしながら、そこにはやはり共和主義の政治文化の影響も見出
せる。産業発展と対外戦争遂行を目指したナポレオン三世は、権威主義的体制
の下で社会を管理するために諸利害集団と一定の妥協を図り、1864年 5月 24
日法では労働者の結社権を承認した。しかしながらこの法律は、労働者が団結
し、ストライキをする権利を認めたものの、15人以上が集合したり参加する
ことを許さなかった。共和主義の政治文化は、矛盾を含む宣言として継承され
たのである。第三共和政期、1884年の労働組合法もまた容易に制定されたわ
けではない。1876年にそれが提案されて以降、労働者の騒擾をコントロールす
20 Ibid., pp. 19-22.
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るのではなく助長するのではないか、社会の特定部門にある種の特権を付与す
ることで新たなコルポラティスムの温床となるのではないかという二つの不安
を克服しなければならなかった。20世紀前半、1925年には労働組合代表と雇主
団体代表からなる国民経済評議会（Conseil national économique）が首相直属
の諮問機関として設立され、世界恐慌後には経済的・政治的危機に対応するた
めに、立法機能付与などこの機関の権限強化が図られたが、これについても利害
代表の政治が共和主義の原理と相容れないために否定された。そしてヴィシー
政府の「国民革命」の名の下に進められた国家コルポラティスムの記憶によって、
第二次大戦後には同政府首相であったペタンを想起させるようなものやコルポ
ラティスムが共和主義の名の下に取り除かれることとなったのである21。
　以上のように、本書は個人と国家との間に存在する集団の否定という共和主
義の政治文化と、様々な形で職業別集団を再生し利害調整を図ろうとするコル
ポラティスムとのせめぎあいとして、フランスの近代史を再構成する。先述の
現代フランスのコルポラティスムに特徴的な、社会全体の利害調整システムの
欠如や、産業・職業別の「小さなコルポラティスム」とそれでさえも拒絶しよ
うとする論調は、このような歴史の産物として存在する。つまり、個人は職業
別の帰属意識によって集団を形成しうるが、個人の利害を集団が代表し全体的
な利害調整にあたることは認められないという、フランス特有の福祉国家体制
は歴史的につくられたものなのである。
おわりに：本書の意義と若干の疑問点（18世紀ギルド研究の観点から）
　ここで、筆者が専門とする 18世紀ギルド研究の観点から、本書の観点や議
論の展開の仕方が歴史研究に与える意義と、いくつかの疑問点を示して本論の
まとめとしたい。
　本書の手法や観点の特徴は、何よりも近代フランスの歴史をコルポラティス
ムと共和主義の政治文化との対立点や接点に注目し、両者の関係性に基づく歴
21 Ibid., pp. 22-27.
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
261
史を描こうと試みることにある。そうすることの意義は、第一に、フランス革
命以降、市民社会や国民の創出、民主主義体制の構築といった点で、ときに西
欧近代国家の典型として引き合いに出されるフランスが、18世紀末の革命の
理念と前近代の社会秩序を想起させるものとの間で常に揺れ動いてきたという
ことを示す点にある。つまり、近代化過程の典型としてフランスを見ることは
できないと気付かせるのである。第二に、フランスにおける共和主義の政治文
化が、個人と国家の間に存在する集団の否定を特徴とすると指摘した点がある。
これによって諸集団間の利害の調整や交渉を制度化しようと試みるコルポラ
ティスムの歴史を分析することが、近代フランス社会の歴史を全体として描く
ことにつながることが示されたのである。これまでも、社会史研究の手法を用
いて、職人や労働者の社会的結合関係、および彼らが結成した組織、それが関
与した労働運動に関して、時代・地域・テーマなど対象を限定した個別の実証
研究が積み重ねられてきた。本書によって、それら個別の研究を 18世紀後半
から現代に至る長期的な視野をもって近代フランス社会に特有な歴史過程の全
体へと結びつけることが可能になるのである。本書の意義の第三は、以上のよ
うな観点をもって近現代のフランスを見れば、コルポラティスムの歴史が明ら
かにする問題とは諸集団が一般利益に反して個別に特殊利益を要求することで
はなく、個人が集団を形成すること自体が忌避されるということである。コル
ポラティスムは特に同業者が形成する団体に基づくイデオロギーであるが、フ
ランスにおけるエスニシティ・文化・性など様々なアイデンティティに基づく
集団の歴史を分析するにあたっても、本書が提示する観点が意義をもつのでは
ないだろうか。また、このことは EU統合や移民問題などに対処しようとする
現在のフランスの姿勢を問うことにもつながるだろう。
　最後に筆者の研究領域である 18世紀ギルド研究の観点から、疑問点を 2つ
指摘したい。ひとつは、このように長期的な視座に立つ本書においては、フラ
ンス革命による国家体制の転換に視点を集中させるあまり、現代世界にとって
革命のもつ意義が軽視されるのではないかという危惧である。1789年の人権
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宣言もまた、中間団体を否定することで分出される諸個人を基盤としているこ
とはこれまでも指摘されてきたが、例えばこの「人権」概念は、人類全体を包
含しうる普遍主義的な理念に立脚するものでなければ意味を持たないのである。
アンシャン・レジーム期フランスの国家が社団国家体制をとっていたと理解さ
れていることは本論の「はじめに」で述べたとおりである。人々は、社団に
属することで各自の権利を承認されたのであり、それに属さない人々は国家内
におけるいかなる権利も認められない存在であった。フランス革命の意義のひ
とつに、こうした個人の権利を普遍的なものとしたことがある点は言うまでも
ないことであり、また人権宣言がフランス一国内においてさえ必ずしも普遍的
に実行されなかったことは注目されなければならないが、集団的アイデンティ
ティに関する問題の起源をフランス革命に求め、普遍主義的理念に基づく共和
主義の政治文化とコルポラティスムの対抗関係という図式を描くことで見えな
くなるものがあるのではないだろうか。
　第二の疑問点は、ないものねだりになるが、ヨーロッパ諸国や他地域との比
較、およびフランスとの関係についてである。アンシャン・レジーム期フラン
スを特徴づける上述の社団国家体制の存在については、ヨーロッパ地域の近世
国家においても確認され、検証されつつある。その後、フランスがコルポラティ
スムと共和主義との対抗関係という特有の道を歩んだのは、18世紀末の革命
という事件によるものであろうが、そうであれば社団的編成をとる近世国家の
解体期にフランスにだけ革命が発生したのはなぜか、他の国家のコルポラティ
スムはどのような経緯をたどったのか、という単純な疑問が残る。近世国家体
制の比較および諸国家の関係性や、世界史の見地からフランス革命とコルポラ
ティスムを問う観点も必要ではないだろうか。
　これらの疑問点は、筆者の研究にもかかわってくることであり、本書が提示
した観点や手法の重要性と課題を意識して今後の研究を進めたい。
（かずみ・だいすけ）
（2006年 6月 29日受理）
